平成28年度第１回広島県食品安全推進協議会議事録（概要）
日　時：平成28年８月４日（木）午後２時00分～４時00分

場　所：県庁北館2階　第1会議室

出席者：（敬称略）

【座長】　烏帽子田　彰  （国立大学法人広島大学大学院医歯薬保健学研究院教授）

【副座長】　田中　秀樹    （国立大学法人広島大学大学院生物圏科学研究科教授）
【副座長】　村上　和保　　（広島女学院大学人間生活学部長）
【副座長】　山内　雅弥    （国立大学法人広島大学副理事）
消費者代表　岡村　信秀   （広島県生活協同組合連合会会長理事）

徳田　洋子   （公益社団法人広島消費者協会会長）

澤井　清子   （広島県地域女性団体連絡協議会会長）　

生産者代表　横山　英治   （広島県農業協同組合中央会常務理事）

　　　　　　仁城　明彦   （全国農業協同組合連合会広島県本部ＪＡ担当部長）

入田谷　稔   （広島県漁業協同組合連合会指導課課長）

事業者代表　前垣　壽男   （一般社団法人広島県食品衛生協会会長）
            藤川　純裕   （日本チェーンストア協会中国支部）
            石川　秀次郎 （広島県スーパーマーケット協会事務局）

１　議事次第

（１)開会あいさつ

（２)議題 　
（３)情報提供

（４)閉会

２　議事概要
（１）「食品の安全に関する基本方針及び推進プラン」平成27年度の実施状況と評価

（２）「食の安全に関する基本方針及び推進プラン」に関する平成28年度の主な取組について

・資料１に沿って，事務局,各団体から生産者・事業者・消費者から説明。
・資料２に沿って県食品生活衛生課・広島市・呉市・福山市から説明。

・　健康生活応援店（食物アレルギー）の推進について

副座長：健康生活応援店（食物アレルギー）の項目について最終目標1000店舗に対し，現状10店舗である。法規制の強制もないということだが，どのように普及活動を進めるのか。また，取組へのメリットがないと進まないのではないか。取組した店を何らかの形で公表する等の仕組みを検討しているのか。★1：36：42
県食品生活衛生課：　資料８の説明

　県としてはこの取組が進んでいない状況を踏まえ，日本チェーンストア協会のように，義務表示のない食品について自主的にアレルギーの情報提供に取り組んでいる事業者が多く存在していることから，こうした情報を拾い上げ，ホームページで公表する新しい取組を行う。これを数値目標の健康生活応援店の認証制度に繋げていきたい。県民に利用してもらうだけではなく，事業者のＰＲにも繋がると考えている。10月からホームページの公開，本年度は100店舗を計画目標としている。
・　施策分野について

副座長：トレーサビリティの仕組みは，事故米やBSE等を契機に作られており，事故が起きた時に，遡って速やかに原因を追究できることが本来の主旨であって，食品表示のための制度というよりは危機管理に位置付くほうが良いのではないか。
座長：そのとおりである。危機管理へ再掲ということでいいのではないか。
・　HACCPの推進について

副座長：HACCPについて，「HACCP的な衛生管理」「HACCPの考え方に基づいた自主的な衛生管理」との表現や，国が認めている制度など色々あるが，数値目標20％は，どういったレベルで達成とするのか。また，ステップアップ的にやっていかないと，チャレンジしてもらうことが難しいのではないか。ステップアップ的なところも含め，数値目標を達成するよう考えてはいかがか。
座長：HACCPの基準はコーデックス委員会の厳しいEU基準のものがある。この他に簡易HACCPがあり，TPP関係の施策等も考慮して，検討することが必要だ。
県食品生活衛生課：資料５に基づき，HACCPの取組の位置付けについて説明

　HACCPは非常に厳格な対EU等向け，国際規格であるGFSI規格，柔軟性のある広島県食品自主衛生管理認証制度，条例に規定するHACCP等あるが，全てコーデックスの示すガイドラインのHACCP手法に基づくものとなる。いずれの制度でもHACCPを導入したと位置付ける。★1：45：45
　HACCPは，昨年度に広島県条例を改正し，周知を図っているが，とくに中小規模の事業者で，「コストがかかる」，「メリットは何か」といったイメージが根強く，導入が進んでいない。導入推進のための検討会を実施しているが，まだ周知が足りない状況であることが分かっており，HACCP基礎講習会を開催して周知に努める。事業者に指導・助言するため，食品衛生監視員の資質の向上も課題であり，各種研修会等に派遣して訓練に努めている。次の検討会では，実際にHACCP導入状況の確認を行う際の課題を持ち寄り，検討する。

　すでにHACCPに取り組んでいる施設の把握，また，導入に前向きな施設，広域流通食品製造施設等へ重点的な推進を図ることで，実績に繋げていく。
広島市：資料６の説明

　地域連携HACCP導入実証事業で規模の異なる２社に対し，HACCP導入を支援した結果を報告する。「トップの決断が大事」であり，「人から言われて取り組むのではうまくいかない」ということが共通していた。またHACCPの知識を有するリーダーが必要であり，コンサルタントがいても，「社内のやる気」がないと進まない。
　柔軟性のあるHACCPという点では，施設にお金をかけることは必要でないこと，また，HACCPの手順のうち，一部手順どおりに進める必要があるが，どこから手を付けても良いことが重要である。★1：50：28

　３年前に実施したアンケートの結果で，1400の施設が「HACCPに興味がある」との回答があり，研修会の案内を送付したところ，参加は133施設となった。この研修会の参加者のうち，市が自ら行うHACCP導入のコンサルティング対象として応募があった４施設に推進を図る。職員が民間のコンサルタント以上の能力を身につけないといけないことも課題であり，国の行うHACCP指導者の養成研修会等へ派遣している。
　また，HACCPを進めていくために，施設への推進も必要だが，バイヤーや消費者からHACCPで管理しているか聞いていただければ，取組が進むということもある。

呉市：昨年度は３回HACCP導入のための講習会を行った。１日６～７時間講習の中級編では，１８社の出席があった。全国展開をしている企業，とくに製造業にターゲットを絞って進めている。国がHACCP義務化の方向性を示しているので，対応できるよう進めていく。★1：55：24
座長：HACCPをどこまで推進していくか，この会議で協議することになる。販売店への推進も視野に入れ，今後の課題となるのではないか。

・　県民への意識調査について

座長：前回の協議会で県民の意識調査の対象に偏りがあると指摘したが，今年の調査はいかがか。
県食品生活衛生課：昨年度，広島県職員を対象とした調査を実施したが，県民を代表としているグループではないのではとの御指摘があり，本年度は一般県民を対象とした調査として県のホームページで調査する。誰でも回答できる方法で，広島県職員へのアンケートも再度実施し，比較検討する。このホームページを活用した意識調査が県民を代表した指標とできるか検討したい。
・　計画の推進状況について
副座長：今年度の第1回食品安全推進協議会で，新しく作成した「食品の安全に関する基本方針及び推進プラン」の一年間の実績について報告があった。基本的には概ね達成だったが，きわめて達成率の低いものもあり，これに対してそれなりに個別的な対策をとっていることは評価できる。計画自体が五年後の目標を定めて進めており，バックキャストで計画されているが，現時点で考えると達成が難しいと言わざるを得ないものもある。目標達成のためには大胆な発想が必要なのではないか。
　例えば，HACCPについては手挙げを待っているだけではなく，既に取り組んでいるところも取り上げ，各自治体の持っている学校給食施設等，関心の高い施設で導入を行い，HACCPの理解を進めることも大事だ。HACCPと健康生活応援店はなかなか進んでいないので，各部局の枠を超えて，体制を作っていただきたい。
※　バックキャスト：「あるべき姿」「ありたい姿」を最初の段階で決め，それを実現するために今なすべき事を考え，実践していく手法のこと。目標達成型，課題達成型ともいう。

(３)情報提供
　県健康対策課
　・ 生鮮食品の栄養成分表示の経過措置期間の終了について　　　

　県食品生活衛生課　　

　・「塩分カットばせ！応援店」募集キャンペーンについて～健康生活応援店「塩分控
　　えめ関連」～
閉会

